
貸   借   対   照   表

(２０２２年３月３１日現在)
会社名

資　   　産　   　の　   　部 負  債  及  び  純　資　産  の  部

科　　   　目 金      額 科　　   　目 金      額

（資産の部） 円 （負債の部） 円

  流  動  資  産 169,239,219   流  動  負  債 89,704,249

現 金 預 金 28,878,638 支 払 手 形

受 取 手 形 電 子 記 録 債 務

電 子 記 録 債 権 工 事 未 払 金 2,144,227

完成工事未収入金 4,992,350 短 期 借 入 金

売 掛 金 未 払 金 722,947

未 成 工 事 支 出 金 47,456,866 未 払 費 用 653,175

材 料 貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等 2,877,200

仮 払 税 金 未 成 工 事 受 入 金 39,622,000

仮 払 消 費 税 預 り 金

前 払 費 用 未 払 消 費 税 34,185,700

繰 延 税 金 資 産 仮 受 消 費 税

未 収 入 金 1,360,000 賞 与 引 当 金 9,499,000

短 期 保 証 金 29,000 役 員 賞 与 引 当 金

短 期 貸 付 金 86,522,365

そ の 他 そ の 他

  固  定  資  産 8,707,595   固  定  負  債

   有 形 固 定 資 産 4,559,631 長 期 借 入 金

建 物 ・ 構 築 物 4,490,417 退 職 給 付 引 当 金

機 械 ・ 運 搬 具 役員退職慰労引当金

工 具 器 具 ・ 備 品 69,214 そ の 他

土 地 負  債  合  計 89,704,249

建 設 仮 勘 定 （純資産の部）

  株　主　資　本 88,242,565

   無 形 固 定 資 産 3 資 本 金 34,000,000

　 投資その他の資産 4,147,961  　 資 本 剰 余 金

出 資 金 50,000  資 本 準 備 金

長 期 保 証 金  　 利 益 剰 余 金 54,242,565

破産債権、更生債権等  利 益 準 備 金 2,118,200

長 期 前 払 費 用 111,168 その他利益剰余金 52,124,365

長期繰延税金資産 3,986,793    固定資産圧縮積立金

そ の 他    圧縮特別勘定積立金

貸 倒 引 当 金    別途積立金 30,000,000

   繰越利益剰余金 22,124,365

　　 自 己 株 式

　 その他有価証券評価差額金

純　資　産  合  計 88,242,565

資    産    合    計 177,946,814 負  債  純　資　産  合  計 177,946,814

株式会社　東電

　評価・換算差額等

圧縮特別勘定積立金圧縮特別勘定積立金



株式会社東電　　　　　　　　　　

重要な会計方針

１． 資産の評価基準及び評価方法

（1）たな卸資産の評価基準および評価方法について、未成工事支出金は、個別法による原価法にて行っています。

２． 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

　　　定率法

　　　平成10年4月1日以降取得した建物（附属設備を除く）、平成28年4月以降に取得した建物附属設備及び構築物は、

　　　定額法にて行っています。耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一基準です。

（2）無形固定資産

　　　定額法

３． 引当金の計上基準

（1）賞与引当金は、従業員に支給する賞与に備えるため、当期末に対応する支給見込額を計上しています。

（2）役員賞与引当金は役員に支給する賞与に備えるため、当期末に対応する支給見込額を計上しています。

４． 収益及び費用の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、

その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の当該

事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

５． 消費税等の会計処理　　

（1）消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっています。

株主資本等変動計算書に関する事項

１． 当期末日における発行株式数

普通株式 34,000株

２． 配当に関する事項

（１）配当金支払額等

 　　2021年6月18日の定時株主総会において、次のとおり決議されております。

　　普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 3,706,000円

配当金の原資  繰越利益剰余金

1株あたりの配当額  109円

基準日  2021年3月31日

効力発生日  2021年6月21日

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

 　　2022年6月16日開催予定の定時株主総会において、次の議案を付議する予定であります。

　　普通株式の配当に関する事項

配当金の総額 5,338,000円

配当金の原資  繰越利益剰余金

1株あたりの配当額  157円

基準日  2022年3月31日

効力発生日  2022年6月17日

個　　別　　注　　記　　表
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